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事業事前評価表 

 

国際協力機構 産業開発・公共政策部 産業・貿易課 

１．案件名                                 

 国 名：セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ 

 案件名：西バルカン地域（セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、 

モンテネグロ）における中小企業メンターサービス 

構築・普及促進プロジェクト 

Project on Establishment and Promotion of Mentor service for Small 

and Medium Enterprises in the Western Balkans (Serbia, Bosnia and 

Herzegovina, and Montenegro) 

２．事業の背景と必要性                          

（1）当該国における中小企業の現状と課題 

本プロジェクトの対象 3カ国（セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ）

は隣接しており、第二次世界大戦後にユーゴスラビア社会主義連邦共和国を構成した 6

つの共和国の一部であった。1990 年代に入り、セルビア及びモンテネグロを除く４共

和国が独立を宣言し、その後モンテネグロも 2006 年にセルビアとの国家連合を解消し

独立した。各国の近年政情は比較的安定し、経済開発を推進していたものの、2008 年

に起きた金融危機の影響で各国の経済成長率はマイナスに転じ、（2009: セルビア-3.5%、

ボスニア・ヘルツェゴビナ-2.9%、モンテネグロ-5.7%）2011 年以降も各国の経済成長

率は 1～2%に留まる。各国政府は、国内企業数の大半を占め（セルビア 99.8%、ボスニ

ア・ヘルツェゴビナ（ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦（以下 FD）96.4%、スルプスカ共

和国（以下 RS））99.5%、モンテネグロ 99.8%、）国内雇用者の大部分を抱える中小企業

に対し、経済の活性化、失業者の吸収や貿易赤字の緩和といった面で大きな期待を寄せ

ている。一方で、対象とする 3か国の中小企業は金融アクセス、行政手続き、国内の不

平等な競争等において問題を抱えている。 

3 か国の政府は EU の制度をモデルとして中小企業の競争力強化を目指した政策や制

度の整備を進めている一方で、実施面においては未だに中小企業支援機関の体制が脆弱

であり、中小企業支援サービスを実施する人材が不足しており、支援メニューも非常に

限られている。各国では中小企業支援に対する予算が尐ない中、金融以外の支援強化が

必要となっている状況である。 

このような中、JICAではセルビアにおいて日本における経営指導員の経験を活かし、

中小企業に直接企業診断やアドバイザリー活動を行うメンター制度の組織化、定着を目

的とした技術協力「メンター制度組織化計画プロジェクト」（2008～2011）（以下、前身

プロジェクト）を実施した。このメンター制度はセルビア国内の多くの地域にて導入さ

れているが、サービスの質やメンター数の維持等の課題が残っている。また、隣国ボス

ニア・ヘルツェゴビナおよびモンテネグロにおいてもセルビアと中小企業の置かれた状

況は似ていることから、同様のメンターサービスの導入が必要とされている。 

技プロ用 
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（2）当該国における中小企業の開発政策と本事業の位置づけ 

セルビア政府は、雇用増大とバランスのとれた地域開発を行っていくことを国の開発

戦略の重要な要素としている。同国では雇用増大ならびに地域開発の双方を中小企業の

振興に大きく依存しており、その意味で国の開発政策の中で中小企業振興の果たす役割

は大きい。セルビア政府は中小企業に関する政策として旧経済地域開発省1が中小企業

戦略(2008-2013)を策定しているが、その中で中小企業の競争力と輸出力の増大による

生活水準の向上を掲げ、ビジネス開始初期の事業存続率向上による起業の増加、零細小

起業の成長による中小企業セクター全体の成長と発展の促進を掲げている。 

メンターサービスは、前述の JICA の前身案件が終了後も中小企業政策の実施機関で

ある地域開発庁(National Agency for Regional Development:NARD)が予算を確保し、

NARD の監督の下、セルビア全土 18 か所に存在する地方開発エージェンシー/センター

(RA/C)の大部分によって小企業へ提供されている。本事業は、メンター制度のサービス

の質やメンター数の維持等の課題を解決することによって、中小企業の競争力強化と輸

出力の増大に貢献すると同時に、メンターサービスの対象をビジネス開始の極めて初期

の中小企業にも拡大することによってビジネス開始初期の事業存続率向上による起業

支援に貢献することを目指すものである。 

 

ボスニア・ヘルツェゴビナでは、国家開発戦略(Development Strategy of Bosnia and 

Herzegovina(2008-2013)が未だに閣僚評議会から承認を得られておらず、準備文書とい

う位置づけであるが、経済安定化に向けて中小企業の役割が重視されている。国家レベ

ルの中小企業支援は対外貿易経済関係省(Ministry of Foreign Trade and Economic 

Relations:MOFTER)2が管轄しているが、実質的には 2つのエンティティがそれぞれ策定

している「中小企業振興戦略」（FDは 2009-2012、RS は 2011-2013）の下で中小企業振

興支援が実施されている。 

両エンティティ戦略文書では、法律やファイナンス環境、ビジネス支援インフラなど

のビジネス支援環境の改善、付加価値の増大、創造的あるいは輸出指向の中小企業に対

する支援を通じた成長の促進などによって中小企業の競争力強化を図っている。一方で

両エンティティ省庁は予算及び実施体制のぜい弱さからその施策能力には限界がある

ため、実際の中小企業支援は EU 主導で設立された各地域開発センター（中小企業支援

機関）においてドナー支援により実施されている。 

                                                   
1
セルビアでは、2012 年 7 月の政権の交代による省庁再編の中で、中小企業を所掌する経済地域

開発省が経済財務省(Ministry of Economy and Finance)と地域開発自治省（Ministry of Rural 

Development and Local Self- Government）の二つに分離し、現在 NARD は二つの省庁の下で中

小企業振興を行っている。 
2MOFTER は諸外国の窓口、両エンティティの調整役の機能を有しているに留まり、国家レベルの

中小企業振興戦略(2009-2011)は既に失効している状況である。  
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本事業はメンターサービスを構築することにより、中小企業振興支援機関による支援

能力を向上させ、その活用により起業支援、中小企業による雇用の増加、中小企業の競

争力強化等を支援するものであり、ボスニア・ヘルツェゴビナの政策に沿ったものと言

える。 

 

モンテネグロ政府は、海外からの直接投資ならびに民営化と並び、中小企業を国の変

革に寄与し、EU加盟に向けて貢献すると期待している。すなわち中小企業開発は GDP

増加、雇用創出、失業率低下、貿易赤字の縮小をもたらし、国の開発戦略が目指す「創

造」、「地域開発」、「EU 統合」の中で中小企業が重要な役割を果たすと位置づけら

れている。具体的な中小企業政策は、中小企業開発庁（Directorate for Development of 

Small and Medium Enterprises: DDSME）が策定した中小企業振興戦略(2011-2015)に基

づいて行われている。同戦略は①中小企業のビジネス環境整備、②金融支援の改善、③

中小企業の競争力強化、起業の促進、④起業家支援の 4つの柱で構成されている。 

同戦略の企業の競争力強化の中では、中小企業支援機関の能力強化の必要性が述べら

れており、変化の激しい経済社会環境の中で中小企業が競争力を持って存続するための

支援の必要性が認識されている。 

本事業はメンターサービスの構築を通じて中小企業振興の実施機関による支援能力

を向上させ、それをもって中小企業のビジネス環境整備、中小企業の競争力強化、起業

の促進等を支援するものであり、モンテネグロの政策と一致する。 

 

（3）中小企業メンターサービスに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

セルビアについては、本案件は対セルビア援助重点分野の一つである「市場経済化」

に位置付けられ、「民間セクター開発」の開発課題に該当する。過去には中小企業分野

では2008年～2011年にかけて中小企業の企業診断やアドバイザリー活動を行うメンタ

ー制度の組織化、定着を目的とした前述の前身プロジェクト（技術協力プロジェクト）

を行っている。また、2006 年～2007 年には政策支援を目的とした「セルビア・モンテ

ネグロ中小企業支援機関強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）も実施した。 

ボスニア・ヘルツェゴビナについては、本案件は対ボスニア・ヘルツェゴビナ国別援

助方針の重点分野（中目標）の一つである「環境に配慮した持続可能な経済成長」に位

置付けられ、市場経済化を推進するための「民間セクター開発」の開発課題に資する。

政策策定・法整備は欧州諸国のドナーが中心となって実施しており、我が国は中小企業

振興のための支援に重点を置くことを対応方針としている。過去の協力としては、2007

年～2009 年の 2年間、 MOFTER をカウンターパートとして「中小企業振興プロジェクト」

を実施し、ボスニア・ヘルツェゴビナの中小企業振興政策整備に向けて課題と対応策を

明らかにした。 

モンテネグロでは、本案件は援助重点分野の一つである「市場経済化」に位置付けら



4 

 

れ、開発課題「民間セクター開発」に対して「国内経済の安定化」「持続的な経済成長

を達成するための中小企業振興、投資・輸出促進、失業対策等」に取り組む。過去の協

力としては、2006 年 6月から 1年間、セルビア・モンテネグロ「中小企業支援機関強

化プロジェクト」を DDSME をカウンターパートとして実施し、専門家派遣を通じて各地

の地域センターで提供される中小企業向け行政サービスの標準化や企業向け支援体制

の確立を図った。 

 

（4）他の援助機関の対応 

対象 3か国は EU諸国と地理的に近く、さらに貿易での関係が深い上に、EU 加盟に向

け EU をモデルとした政策・制度の整備を行っていることから、EU や EU 諸国のドナー

からの支援プロジェクトの数が多い。欧州復興開発銀行（EBRD）や EU、GIZ 等が中小企

業向けのコンサルティングに関する資金補助や人材育成を含め各種の支援を行ってい

る。 

 

３．事業概要                              

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業はセルビアについては、同国で構築されたメンター制度を補強し全国的に普及

させると共に、ボスニア・ヘルツェゴビナとモンテネグロにおいては中小企業に対する

メンターサービスの導入・提供を行うことで、メンターサービスを提供・運営する中小

企業支援機関の中小企業への支援能力向上を図り、もって同地域の中小企業が定着・発

展することに寄与するものである。なお、本事業は国別に 3つのサブプロジェクトとし、

全体で１つの広域プロジェクトとして実施することで、3か国内での情報共有を促進し、

メンターサービスの改善に繋げる。また、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロの

目的達成においてはセルビアの経験、リソースを活用することで効率的・効果的な支援

を行う。 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

セルビア全土、ボスニア・ヘルツェゴビナのサラエボ経済地域（スルプスカ共和国 13 自

治体、ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦 19自治体の合計 32地方自治体）、モンテネグロ

（ポドゴリッツア市、バール市、ツェティニェ市、その他） 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接裨益者： 

セルビア：NARD、地域センター/地域開発センター（Regional Agency/Center(RA/C), 

Regional Development Center(RDA)）、 

ボスニア・ヘルツェゴビナ：サラエボ経済地域開発庁（Sarajevo Economic Region 

Development Agency (SERDA)） 

モンテネグロ：DDSME、ビジネスセンター（Business Center(BC)） 



5 

 

間接裨益者：各国の対象地域における中小零細企業が受益者となる。 

メンター所属先である RA/C、RDA、 SERDA、DDSME、 BC、メンターサービス運営主体で

ある NARD、SERDA、 DDSME、及びメンターサービス受益者である中小零細企業より成る。 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 4月～2016 年 3月を予定（計 36ヶ月） 

（5）総事業費（日本側） 

約 3億円（予定）  

（6）相手国側実施機関 

・セルビア：NARD 

・ボスニア・ヘルツェゴビア国：SERDA 

・モンテネグロ：DDSME 

(7) 投入（インプット） 

1）日本側： 

①専門家派遣 

専門科目： 

-総括/企業診断 (34 M/M) 

-5S・生産管理・工場診断 (7.7 M/M) 

-起業支援 (3.5 M/M) 

-その他 の専門分野 

②本邦及び他国の研修員受け入れに係る旅費 

③機材供与（プロジェクトに必要な機材の供与） 

④ローカルコンサルタント傭上費 

⑤第三国講師傭上費 

⑥研修及びセミナー開催費(一部)3 

⑦その他現地活動経費 

2）セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ側： 

①カウンターパートの配置と給与・手当、カウンターパートの活動経費 

②日本人専門家に必要な執務室（家具等の設備を含む）とユーティリティ経費 

③研修及びセミナー開催施設・設備 

④プロジェクト実施に必要となる基本的なデータ（地図や写真等を含む）及び関連した

情報 

⑤カウンターパートの国内旅費 

⑥国内でのメンタリング及びメンタートレーナー4の研修講義に係る給与・手当等 

                                                   
3 メンター育成にかかる研修、メンターサービス構築にかかるセミナー等を想定。 
4 メンタートレーナーとは、メンターを育成する能力を有する者である。育成したメンターの中

から選ばれ、メンタートレーナー研修を受けることで認定される。 
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（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境社会配慮 

① カテゴリ分類：Ｃ 

②カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当

せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断される。 

③影響と緩和・軽減策 

特になし 

2）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

女性起業家にも裨益する事業となるよう活動内容において考慮する。 

（9）関連する援助活動 

ア 我が国の援助活動 

セルビアでは前述の通り 2008 年から 3年間「メンター制度組織化計画プロジェクト」

にてセルビアのメンター制度に係る協力を実施しており、本事業ではセルビアの経験を

他 2か国のメンターサービス導入において活用する。 

ボスニア・ヘルツェゴビナでは2007年から2年間MOFTERをカウンターパートとして「中

小企業振興プロジェクト」を実施し、モンテネグロでは 2006 年から 1年間、DDSME を

カウンターパートとして「中小企業支援機関強化プロジェクト」を実施している。本事

業はこれらのプロジェクトで技術移転を行った人材を積極的に活用する。 

イ 他ドナー等の援助活動 

EBRD の実施する Turn Around Management Programme(TAM)及び Business Advisory 

Services (BAS)は、中小企業に対してローカルもしくは海外のコンサルタントを紹介す

ると共にコンサルタントフィーの一部を補助するものである。EUが実施するバウチャ

ープログラムも同様であり、中小企業が受けるコンサルテーションの費用の一部をバウ

チャーを使って支援する。これらのプログラムは特定された課題を解決する専門のコン

サルティングと企業をマッチングし、コンサルティングの資金補助を行うものである。

それに対し、本プロジェクトで育成する中小企業メンターは広い領域の初期診断とコン

サルティングを行う。従って、本プロジェクト実施後、より深い課題の解決が必要な場

合は他ドナーのプログラムに繋ぐという相互補完的な取り組みが可能である。 

 

 

４．協力の枠組み                              

（1）協力概要 

ア 上位目標： 

西バルカン地域（セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ）において中小
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企業への経営指導サービス（以下、メンターサービス）が継続・拡大され、同地域の中

小企業が定着・発展する。 

指標： 

1.メンターサービスを開始したエリアでメンターサービスが継続的に提供されている。 

2.各国においてメンターサービスを受けた中小企業の数が XX％以上増加している 

3.メンターサービスを受けた中小企業の X%以上が、メンターサービスを受けたことに

より事業が改善されたと評価している。 

4.メンターサービスを受けた中小企業の存続率が、その国の中小企業の平均存続率より

も X％以上高い。 

 

イ プロジェクト目標： 

各国の中小企業支援機関5のメンターサービスを提供する仕組みが提示され、その実施

を通し中小企業への支援能力が向上する。 

指標： 

1. X%以上のメンターが、メンターサービスを提供する仕組みの実施を通しメンター能

力が向上したと評価している。 

2. メンターサービスの構築に係る戦略・計画、メンタリング実施ガイドライン、訓練

カリキュラム、メンターの評価方法について、必要に応じて自ら更新する能力が対象と

する各国の実施機関にある、と日本人専門家が評価している。 

 

ウ 成果及び活動 

【セルビア】 

成果１：セルビアの中小企業の状況に基づいたメンター制度が見直される。 

【ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

成果１：自国において中小企業の状況に基づいたメンターサービスが構築され、見直さ

れる。 

【セルビア】 

指標 

1. 各国で改訂版のメンター制度の戦略・計画、メンタリング実施ガイドライン、訓練

カリキュラム、メンターの評価方法が作成される。 

2. 改訂版認証資格制度が策定される。 

【ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

指標： 

1. 自国でメンターサービス構築にかかる戦略・計画、メンタリング実施ガイドライン、

訓練カリキュラム、メンターの評価方法が作成され、改訂される。 

                                                   
5 中小企業支援機関とは、メンターサービスを提供、あるいは運営する機関を指す。 
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活動：  

【セルビア】 

1-1 ボスニア・ヘルツェゴビナとモンテネグロへの支援チームがセルビアにおいて組織

される(NARD、メンタートレーナー、JICA 等）。 

1-2  自国における中小企業ならびに中小企業支援機関による支援（他ドナーの支援を

含む）の現状・能力を把握する。 

1-3  既存のメンター制度における課題の抽出・分析ならびに成功事例の収集を行う。 

1-4  EU やその他の機関による支援を含めて、セルビアにおけるメンターサービスに関

係する活動ならびに中小企業開発ツールを分類整理する。 

1-5 メンター制度設計に係るセミナー/ワークショップを開催する。 

1-6 モンテネグロ、ボスニア・ヘルツェゴビナのメンターサービス構築に係る戦略、メ

ンタリング実施ガイドライン、メンター育成のための研修カリキュラムの策定、

見直しに協力する。 

1-7 自国のメンター制度の戦略・計画の見直しを行う。 

1-8 自国のメンタリング実施ガイドラインの見直しを行う。 

1-9 自国のメンター育成のための研修カリキュラム、ならびに教材の見直しを行うと共

に、新たな分野の教材を開発する。 

1-10 既存のメンターの資格認定制度を改訂する。 

【ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

1-1 自国における中小企業ならびに中小企業支援機関による支援（他ドナーの支援を

含む）の現状・能力を把握する。 

1-2 セルビアで実施されるセミナー/ワークショップに参加する。 

1-3 ステークホルダーとの協議・検討を通し、自国のメンターサービス構築に係る戦略・

計画の策定・見直しを行う。 

1-4 自国のメンタリング実施ガイドラインの策定・見直しを行う。 

1-5 自国のメンター育成のための研修カリキュラムの策定・見直しを行う。 

1-6 研修教材の開発を行う。 

1-7 メンターの資格認定制度を検討する。 

 

【セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

成果２：各国において中小企業の課題解決に資するメンター及びメンタートレーナーが

育成される。  

指標：  

2.1 X 人以上のメンターが新たにメンターとして必要な技術を身に着ける。 
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2.2 X 人以上のメンタートレーナー6が新たに育成された。 

2.3 X %以上のメンタートレーナーが、メンターを訓練するに十分な能力を有している

と管理者/訓練生によって評価される。 

 

活動：  

【セルビア】 

2-1 メンター育成のための座学研修を実施する。 

2-2 メンターサービスの実践を通したメンター育成のための OJT を行う。 

2-3 ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロのメンター育成のための座学研修に協力

する。 

2-4 育成したメンターからメンタートレーナー候補を抽出する。 

2-5 メンタートレーナー育成のための研修を実施する。 

【ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

2-1 メンター育成のための座学研修に参加する。 

2-2 メンターサービスの実践を通したメンター育成のための OJT を行う。 

2-3 育成したメンターからメンタートレーナー候補を抽出する。 

2-4 メンタートレーナー育成のための研修を実施する。 

 

【セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

成果３：各国においてメンターサービスが実践される。 

指標： 

3.1 X 社以上の中小企業が資格あるメンターによってメンターサービスを受ける。 

3.2 X%以上の企業が企業の課題解決に資するメンターサービスを提供される。 

活動：  

【セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

3-1 メンタリングの OJT を受け入れる中小企業を抽出する。 

3-2 成果１の評価に基づき、企業へメンターサービスを提供する。 

3-3 メンタリングを受けた企業からメンターサービスに対する評価を聴取する。 

 

【セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

成果４：メンターサービスを強化するための情報や知識がメンター、実施機関及び中小

企業の間で蓄積・共有される。 

指標： 

4.1 メンターサービスの経験を共有するための 3か国間の会議が、尐なくとも年に 1回

は開催される。 
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4.2 実施されたメンター活動結果の X%以上がデータベースに蓄積されている。 

4.3 メンターならびに実施機関によって、蓄積されたメンター活動結果を共有できる状

態になっている。 

4.4 メンター活動の良い事例が、X回以上、出版物、セミナーあるいは講義によって中

小企業等に紹介される。 

活動： 

【セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ】 

4-1 メンタリングの経験と評価を各国で共有する。 

4-2 メンタリングに関するデータベースを構築する。 

4-3 メンター及びメンタートレーナーによるデータベース活用を促進する。 

4-4 3 か国のメンタリングにおける成功事例を収集する。 

4-5 メンタリングの成功事例を公と共有する。 

 

エ プロジェクト実施上の留意点 

・成果とプロジェクト目標の繋がり 

本事業では、成果１において各国でメンターサービスを提供するための仕組みを構築

し、その仕組みの中でメンターサービスを提供する主体「メンター」を成果２で育成し、

成果３で「メンター」が企業へ実際にサービスを提供する。また、成果４の活動により

メンターサービスの経験、評価を国を跨いでメンター間で共有することで、各国の成果

１で構築する仕組みの見直しに繋げる。さらに成果４では、成功事例を公に広報するこ

とで各国の企業での活用を促進する。その結果、中小企業支援機関において中小企業へ

の支援能力が向上する。 

・ボスニア・ヘルツェゴビナの政治・行政の体制について 

ボスニア・ヘルツェゴビナは、1995 年の和平協定（デイトン合意）により、主にム

スリムとクロアチア系住民で構成される FD と、主にセルビア系住民で構成される RSの

２つの高度な自治権を有すエンティティから形成されることとなった。実質的な行政機

能は各エンティティが持ち、国家レベルは主に対外交渉や政策策定に業限定されている

など、政治体制は非常に複雑であることに留意する。 

・各国の現状に合わせた仕組みの検討 

メンターの育成、サービスの内容・仕組みの設計にあたっては、日本の経験、セルビ

アでの導入事例を参考としながらも、各国の企業の現状とメンタリングを提供する中小

企業支援機関の能力に合わせた内容の設定や協力が必要となる。各国で実際に求められ

る技術移転の内容、レベルについてはプロジェクトの初期に既存の支援サービスの実態

や支援機関からのニーズを聴取し、十分な分析・検討を行った上で設定する。特にボス

ニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロにおいては、本協力が今後継続的に取り組まれ、

効果を発現していくためにも実際に中小企業における効果（成功事例）を可能な限り関
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係者へ示していく必要がある。 

・リソースの投入について 

専門家の投入においては、各国の状況に合わせた指導を行うように留意する一方で、

セルビアのカウンターパートを有効にインプットすることにも留意する。 

 

（2）その他インパクト 

本事業は、まず中小企業振興の実施機関によるメンターサービスを通じた中小企業支

援能力を向上させ(プロジェクト目標)、それを拡大、普及、活用させることにより中小

企業の強化に貢献する（上位目標）ということを目指しており、中小企業の数の増加、

中小企業による雇用の増加、中小企業の競争力強化等に貢献し、中小企業振興により経

済の安定化、貿易の増大、生活水準の向上などを開発の目標にする各国の政策に寄与す

るものである。 

ポジティブな面から、以下のようなインパクトが想定される。 

中小企業振興の実施機関の能力を底上げすることは、メンターサービスの充実のみな

らず、各国で実施中の他の中小企業振興プログラムの実施能力の向上にも貢献すること

が期待できる。 

３か国でのデータ共有、経験の共有などにより、３国の中小企業間のビジネス上の連

携が生まれる可能性がある。新しい連携の創出は、西バルカン地域全体の経済状況の底

上げに結び付く可能性が期待できる。 

その他にも、以下のような国ごとのインパクトも期待できる。 

セルビア：セルビアが他の二か国に対して指導的な立場に立ちながら地域協力を行う

グッドプラクティスとして認識された場合、産業分野において更なる域内の協力体制の

構築がなされる可能性がある。 

 ボスニア・ヘルツェゴビナ：実質的な行政は FD と RS に分かれて実施されている中、

本プロジェクトはエンティティの境界を越えて活動する SERDA が核となり実施される

ことになるため、成功すればグッドプラクティスとして、エンティティを跨いだ融和的

なビジネス活動のモデルとなる可能性がある。 

モンテネグロ：ツェティニェ市では、2013 年 1 月より投資促進策が予定されている。

それを実行するアドバイザリーチームのメンバー（市役所の職員）が基礎研修としてメ

ンター育成研修（座学、OJT）に参加することで、企業の（国内）投資促進に繋がる可

能性がある。 

 

５．前提条件・外部条件（リスクコントロール）                     

（1）事業実施のための前提 

1. メンターとなる人材が確保される。 

2. 上記人材が訓練を受け、メンター活動をするための時間ならびに予算が確保される。 
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（2）成果達成のための外部条件 

1. メンターによる中小企業支援に関する国の政策が継続する。 

2. 対象とする中小企業支援機関における中小企業支援の方針が変わらない。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

対象とする中小企業支援機関において、継続的にメンターを配置するための予算が確保

される。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

育成されたメンターが継続的にメンターとしての仕事につける。 

対象 3か国の経済状況が極端に悪化しない。 

６．評価結果                               

本事業は、セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロの開発政策、開発ニ

ーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、実施の意義は高い。3ヵ国おいては、中

小企業の振興は重点政策として位置づけられており、メンタリング活動はその中でも政

策の実現に向けて重要な施策である。また、本事業は日本が蓄積する中小企業経営指導

分野の経験を活用できるものであると共に、先行するセルビアでの日本の協力成果を発

展・展開させるものであり、協力する意義と実施効果は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                

セルビアでの前身案件では、メンターへの技術移転内容を日本基準の高度なレベルで

はなくセルビアに合ったレベルにすることが自立発展性強化に貢献した。メンターを新

たに育成するボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロにおいても、既に前身案件で育

成したセルビアのメンターを活用し、相手国が技術吸収可能なレベルの研修カリキュラ

ム、講義を行う。 

広域案件「広域協力を通じた南米南部家畜衛生改善のための人材育成プロジェクト」

では、中核国（機関）の運営面でのオーナーシップ及び受益国（機関）のモチベーショ

ンが案件の共同歩調に不可欠であり、共通課題及び実施枠組みについてプロジェクト開

始時点までに各国でコンセンサスを得ることが重要との教訓が記載されている。本広域

案件では、事前調査において 3か国合同のセミナーを行い案件における共通認識を得る

と共に、中核国であるセルビアにおいては前身案件の経験を披露する場を設ける等、オ

ーナーシップの維持に留意する。 

また、広域案件では各国の実施する活動と広域活動を混在せず、各国の位置づけを明

確にすることが重要との教訓がある。そのため、本件の PDM、PO 作成においては各国の

活動と責任分担を明確にするよう留意した。 

 

８．今後の評価計画                           

（1）今後の評価に用いる主な指標 
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  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

 事業中間時点     中間レビュー 

事業終了 6ヶ月前   終了時評価 

 事業終了 3年後    事後評価 

 

以 上 


